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本書について 

商標出願のご依頼検討中の商標

につきまして、ご指定の商品・役

務にて、日本国特許庁によって登

録される可能性を調査したもの

になります。特許庁データベース

のほか、各種文献およびインター

ネット検索等による市場調査を

踏まえて、商標法第３条及び第４

条の各登録要件につき検討し、当

事務所の見解を述べたものにな

ります。 

※免責とさせていただきます。 

 

 

 

吉原綜合法律事務所  
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１ 調査対象 

商 標 内 容 

逆引き法律相談 

（標準文字商標） 

 

指定商品・指定役務 

別紙 指定商品役務選定を参照 

【第 45類】 

≪42R01≫訴訟事件その他に関する法律事務，データベース化した情報を用いて行う訴訟事件

その他の法律事件に関する調査又は分析，登記又は供託に関する手続の代理 

≪42R01,42R02≫法律情報の提供，法律相談，知的財産権に関する手続の代理又は鑑定その他

の事務，知的財産権に関する権利内容・利用又はライセンスに関する情報の提供，知的所

有権及び著作権の管理に関する助言 

≪42R02≫著作権の利用に関する契約の代理又は媒介 

≪42R03≫社会保険に関する手続の代理 

≪42U01≫個人の身元又は行動に関する調査 

≪42U02≫人生相談，個人の進路・職業選定のための身の上相談 

≪42Q99≫不動産取引に関する法律的事項に関する研究，事業合併に関する法律的事項に関す

る研究，法律的事項の研究 

２ 調査結果 

登録可能性調査の結果は、以下のとおりでした。 

なお、本調査結果は、登録を保証するものではありません。直近３月程度の出願等データは特

許庁データベースに反映されていませんので、本調査の信用性には限界があることをご了承

ください。 

必ず、本報告書の「３」及び「４」につきましても、併せてご査収をお願いいたします。 
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区分 商品・役務（類似群コード） 
登録可能性 

（※） 

第 45類 

≪42R01,42R02≫法律情報の提供，法律相談，知的財産権に関する手

続の代理又は鑑定その他の事務，知的財産権に関する権利内容・

利用又はライセンスに関する情報の提供，知的所有権及び著作権

の管理に関する助言 

７ 

≪42R02≫著作権の利用に関する契約の代理又は媒介 ４ 

≪42R03≫社会保険に関する手続の代理 ４ 

≪42U01≫個人の身元又は行動に関する調査 ３ 

≪42U02≫人生相談，個人の進路・職業選定のための身の上相談 ４ 

≪42Q99≫不動産取引に関する法律的事項に関する研究，事業合併に

関する法律的事項に関する研究，法律的事項の研究 
４ 

※登録可能性を 10段階で示しています。【（低）１・・・１０（高）】です。 

現時点での商標の登録可能性は法律相談に関する範囲では高めですが、それ以外の範囲では

拒絶理由が発せられる可能性が相当程度あります。 

３ 登録可能性判断手法の説明 

登録要件の定め 

商標の登録要件は、商標法に定められています。 

例えば、指定商品・指定役務が明確であるか否か、出願に係る商標が識別力をもっているか否

か、他人の登録商標と類似していない否か等が要件として判断されます。 

 

指定商品・指定役務（サービス）の意義 
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【商標法】 

（商標登録を受けることができない商標） 

第４条 次に掲げる商標については、前条の規定にかかわらず、商標登録を受けることがで

きない。  

11 当該商標登録出願の日前の商標登録出願に係る他人の登録商標又はこれに類似する商

標であって、その商標登録に係る指定商品若しくは指定役務…又はこれらに類似する商

品若しくは役務について使用をするもの 

（侵害とみなす行為） 

第 37条 次に掲げる行為は、当該商標権又は専用使用権を侵害するものとみなす。 

１ 指定商品若しくは指定役務についての登録商標に類似する商標の使用又は指定商品若

しくは指定役務に類似する商品若しくは役務についての登録商標若しくはこれに類似す

る商標の使用 

 

商標が登録となった場合、その商標権の権利範囲は、指定商品・役務の範囲です。 

指定商品・役務は、「区分」と呼ばれる上位分類及び「類似群コード」と呼ばれる中位分類に

よって束ねられています。 

「区分」は、費用等の基準になるものであって、その選択する数によって出願・登録・更新等

の費用が計算されます。 

「類似群コード」は、指定商品・役務の類似性判断の基準となるものです。商標法では、①商

品・役務が同一又は類似であって、かつ、②商標が同一又は類似の場合には、登録を受けるこ

とができないこととされています（商標法第４条第１項第１１号）。特許庁での商標審査にお

いては、「類似群コード」が同一の場合、その商品・役務は、原則として、類似の商品・役務

であると判断されます。 

 

なお、①商品・役務が同一又は類似であって、かつ、②商標が同一又は類似の場合という基準

は、登録商標の侵害の成否判断の基準でもあります（商標法第３７条第１号）。 

しかしながら、「類似群コード」は、行政庁の審査基準であるため、侵害の成否の場面で裁判

所を拘束する基準ではありません。個別具体的に商品・役務の類似性を考える必要がござい

ます。 

 



 

 4 / 10 

商標の類否の判断基準 

商標が類似しているか否かは、称呼（≒読み方）、外観（≒見た目）、観念（≒意味）の３つ

の観点から判断されます。 

４ 検討・分析過程 

調 査 方 法 

【同一又は類似の他者商標の存否】 

（調査媒体）特許情報プラットフォーム（調査時点の更新データに基づく） 

（検索方法）称呼検索 

（検索条件）ギャクビキホウリツソウダン、ギャクビキ 

（類似群コード限定）あり 

【識別力の調査１】 

（調査媒体）特許情報プラットフォーム（調査時点の更新データに基づく） 

（検索方法）称呼検索 

（検索条件）ギャクビキホウリツソウダン、ギャクビキ 

（類似群コード限定）なし 

【識別力の調査２】 

（前例検索媒体）著書、検索エンジン「google chrome」のワード検索 

（識別力獲得調査媒体）検索エンジン「google chrome」のワード検索 

（検索条件）逆引き法律相談、逆引き調査 

【不正競争防止法違反調査（他者による使用周知）】 

（前例検索媒体）著書、検索エンジン「google chrome」のワード検索 

（識別力獲得調査媒体）検索エンジン「google chrome」のワード検索 

（検索条件）逆引き法律相談 

 

検討・分析 

⑴ 同一又は類似の他者商標の存否 

調査の結果、ヒットしたものは０件でした（別添①）。 
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以上から、同一又は類似の他者登録商標は存在しないと考えます。 

 

⑵ 識別力の調査 

本件商標中の「法律相談」部分は、役務（サービス）の品質（内容）を示すものであり、その

部分では識別力をもちません。 

そこで、「逆引き」部分、又は「逆引き」と「法律相談」の組合せ部分に識別力（出所表示機

能）があるか検討します。 

「ギャクビキ」で調査したところ、５件の登録商標がヒットしました（別添②）。 

そのうち、特許庁は、第３５類の「調査」等を指定役務とする「逆引き調査」につき、登録を

認めています（登録商標情報 NO.1参照。）。そして、登録商標は、登録査定までに拒絶理由通

知が出ていません（別添③）。本調査時点において、「逆引き調査」という名称が取引通念上広

く知られているものでもありません（google検索結果参照）。「調査」という役務（サービス）

との関係で登録商標中の「調査」部分には識別力はないことから、「逆引き」部分、又は「逆

引き」と「調査」の組合せ部分に識別力（出所表示機能）を認めていると考えられます。 

さらに、法律相談は、通常、「やりたいこと」「トラブル」等が明確にあって、「それが法律に

反しないか」という形で行われるのが通常であり、従来の発想では「逆引き」での「法律相談」

という発想が斬新です。 

したがって、特許庁実務においては、「逆引き」部分、又は「逆引き」と「法律相談」の組合

せ部分に識別力（出所表示機能）があると判断される可能性が高いと考えます。 

 

⑶ 不正競争防止法違反調査（他者による使用周知） 

「逆引き法律相談」は、調査依頼者が代表を務める「吉原綜合法律事務所」のホームページに

て使用するサービス特長名称です。 

そして、「逆引き法律相談」の google検索結果では、調査依頼者のものがトップに表示され、

他に「逆引き法律相談」はございません。 

https://niji-kake.jp/office/
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他方、近いもので書名「逆引きビジネス法務ハンドブック」がヒットします。しかしながら、

これはサービス名称ではなく参考書の名称です。また、「ビジネス法務ハンドブック」との関

係では、「逆引き」は、参照方法（使い方）を示しているにすぎず、かつ参考書において「逆

引き」という用語は一般的に使用されていますので、識別力（出所表示機能）の発揮の程度が

弱いものと考えます。 

したがって、不正競争防止法違反調査（他者による使用周知）により拒絶される可能性は、低

いものと考えます。 

 

ただし、「法律相談」以外のサービスに本件商標を使用した場合には、提供される役務の品質

（内容）を誤認されるおそれがあるとして、拒絶される可能性がございます。 

その場合には、指定商品・指定役務を誤認が生じない範囲に限定する補正を加えることによ

り、拒絶理由の解消を試みます。 
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５  登録商標情報 

Ｎｏ．１ 

(111)登録番号：第 5783718号 

(151)登録日：平成 27(2015)年 8月 7日 

(450)登録公報発行日：平成 27(2015)年 9月 8日 

(441)公開日：平成 27(2015)年 4月 7日 

(210)出願番号：商願 2015-26666 

(220)出願日：平成 27(2015)年 3月 11日 

先願権発生日：平成 27(2015)年 3月 11日 

(180)存続期間満了日：令和 7(2025)年 8月 7日 

商標(検索用)：逆引き調査 

(541)標準文字商標：逆引き調査 

(561)称呼（参考情報）：ギャクビキチョーサ，ギャクビキ 

(732)権利者 

氏名又は名称：フクダ電子株式会社 

住所又は居所：東京都文京区 

付加情報：標準文字 

法区分：平成２３年法 

国際分類版表示：第１０版 

(500)区分数：1 

(511)(512) 【商品及び役務の区分並びに指定商品又は指定役務】 【類似群コード】 

35医療・看護・介護の開業・経営における相談・助言・調査及び評価 

35B01 
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別添１ 指定商品選定 
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別添２  検索結果別紙 

① 
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② 

 

 

③ 

 


